
全国消費実態調査

住宅・土地統計調査

漁業センサス

国勢調査

経済センサス
（基礎調査・活動調査）

農林業センサス

社会生活基本調査

(参考)
国民生活基礎調査
（大規模調査）
※県・市区町村の統計主管課経由
ではない

その他の
スケジュール

※平成29年８月時点の情報を元に作成

※主な周期調査、都道府県・市区町村の統計主管課を経由する調査を掲載

次回全国消費実態調査と他の大規模調査等の想定スケジュール

平成30年 平成31年 平成32年 平成33年

１０月

消費税増税・

軽減税率導入

●
４月

統一地方

選挙

●

平成30年漁業センサス

平成31年農林業センサス

経済センサス基礎調査

ローリング調査開始

※経済センサス活動調査年度は

ローリング調査を実施しない

平成30年

住宅・土地統計調査

平成33年

経済センサス活動調査

平成32年国調３次試験調査
(県庁所在市、政令指定都市、特別区

１区の計52市区)

平成32年国調

調査区設定

平成32年国調本調査

試験調査 調査単位区設定 本調査（予定）

平成33年

社会生活基本調査

７月

参議院

通常選挙

●

1
7
8



「調査の実施時期」に対する主な意見 
 

 

○ 当初から予定されている時期であり問題は無い。ただし、特に

現場で実務を行う市町村においては早い時期からの準備が必要で

あるため、十分な準備期間を確保していただきたい。（地方公共団

体） 

 

○ 平成 31 年は、経済センサス基礎調査、全国消費実態調査、国勢

調査調査区設定、農林業センサスと大規模調査が輻輳する年とな

る。全国消費実態調査において、これ以上の調査規模の拡大は、

他の調査にも影響を及ぼしかねないため、極力さけていただきた

い。（地方公共団体） 

 

○ 平成 31 年 10 月には消費税率の引き上げが予定されており、そ

の前後では駆け込み需要とその反動が予想される。このため、当

該時期に調査を行うことは、ノイズを含む形での消費額や貯蓄額

を調査することになりかねず、消費構造を適切に把握するという

同調査の目的とは相いれないと考える。したがって、調査時期の

大幅な前倒しまたは後ろ倒しを含め、調査時期について十分に検

討されたい。（内閣府） 

 

○ 調査時期が、消費税率引き上げ時と同じ時期に予定されている

が、消費支出に駆け込み・反動が予想されることを考えると、消

費支出の構造統計の調査時期としては、適切とはいえないのでは

ないか。調査時期を前倒しし（例えば４～６月など）、税率引き上

げによる消費の影響をできるだけ含まない時期の設定を検討して

はどうか。（日本銀行） 

 

179



平成16年 平成21年 平成26年 平成31年

全国消費実態調査 ● ● ●
●

予定

事業所・企業統計調査 ● 廃止

サービス業基本調査 ● 廃止

商業統計（簡易調査） ● 廃止

経済センサス‐基礎調査 ● ●
▲

ローリング調査へ

全国消費実態調査実施年の統計調査の統廃合等

統
合

1
8
0



第第6回社会保障審議会年金部会
平成14年7月2日

1
8
1



2165

第49回社会保障審議会介護保険部会
平成25年9月25日

1
8
2



52
25 11 14
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国民経済計算推計手法解説書
（四半期別GDP速報（QE）編）平成23年基準版
平成28年11月25日
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月例経済報告
「消費総合指数に関する諸課題への検討」
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経済財政諮問会議
「税・社会保障等を通じた受益と負担について」
平成27年6月1日

1
8
6



経済財政諮問会議
「税・社会保障等を通じた受益と負担について」
平成27年6月1日

1
8
7



経済財政諮問会議

1
8
8



税制調査会
「経済社会の構造変化～家計、再分配の変化～」
平成27年7月31日

1
8
9



税制調査会「経済社会の構造変化～家計、再分配の変化（地方）～」
平成27年7月31日

1
9
0
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